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●一般社団法人山梨県一般廃棄物協会

　一般社団法人山梨県一般廃棄物協会（篠原充
会長　会員数7組合）は、9月2日クラウンパレス甲
府で役員懇談会を開催、会員7組合から理事長をは
じめとした20名も参加し、各組合の活動状況等につ
いて積極的な情報交換が行われた。
　県内では市町村合併にともない、平成15年頃か
ら行政の委託により住民の排出する生活系（家庭
系）一般廃棄物などの収集運搬業務の共同受注を
行う組合の設立が進んだ。当協会は生活系一般廃
棄物の収集運搬業務を行政から委託されている事
業者の集まりとして平成21年に法人化され、研修
会等の実施により会員事業所の人材育成と業界の
地位向上に取り組んできた。
　今回の役員懇談会は、これまで会員組合の代表
である理事長間に限られていた情報交換を各組合
の他の理事等にも広げることで、できるだけ多くの

役員が他の組合の活動状況を知り自組合の活動強
化につなげてもらうことを目的に開催した。
　意見交換では、「行政や広域処理センターと組合
の関わり方」をテーマに、行政や地域住民との信頼
関係をいかに構築し、委託された事業の受注継続
につなげていくかについて各組合の取り組み状況の
報告があった。報告事例の中には、行政を巻き込ん
だ地域清掃活動や、安全対策講習による事故数0
件の達成、防災応援協定の締結など、参考になる

数多くの特徴的
な取り組みがあっ
た。
　懇談会終了後
には懇親会に場
所を移し活発な
交流が行われ、

出席者からは、こうした情報交換会と交流会を参加
者の裾野を広げるため引き続き開催して欲しいとい
う要望があげられた。
　協会では、一般廃棄物収集運搬業界の地位向
上のためのPR事業として、収集運搬車両に貼付す
る協会ロゴマークのステッカーの作成も計画してお
り、今後も活発な活動を展開していくこととしてい
る。

●甲府市管工事協同組合

　甲府市管工事協同組合（齊藤鉄也理事長　組
合員52社）では、市民のライフラインを守るという
重責を担っている組合員と組合の事業支援を目的
に、事業継続計画（BCP）策定の講習会を組合執
行部を対象に9月7日に実施した。
　生活に欠かすことができない水の供給が災害に

より止まってしまった場
合、組合と組合員は甲
府市との「災害応急復
旧工事等に関する業務
協定」に基づき、復旧の
ために人材の確保、資
材の供給と工事にいち
早く取り組まなければな
らない。一方、大規模災
害発生の場合には、組

合員事業所でも直接的被害により業務遂行ができ
ない可能性もあり、市民の生活インフラを最先端
で支える業種として、組合と組合員が災害時の事
業の復旧方法をあらかじめ決めておくことが必要
であるとして、BCP策定の検討をはじめた。
　また、今回のBCP策定は災害への対応策だけ
ではなく、組合員が事業継続を行っていくための経
営力の強化も目指しており、事業承継・事業継続ア
ドバイザーの佐藤雅信氏により、事業継続に必要
な経営資源や業務について洗い出しを行う「事業
の棚卸」を中心に計画策定の具体的な手順を中
心に学んだ。
　齊藤理事長は「災害発生の場合、組合では組
合員の協力のもとで、復旧作業に取り組むことにな
るが、上下水道工事は地中での作業もあるため二
次被害の危険性も高い。今回の事業継続計画は、

二次被害を防ぐことで、組合員各社がかけがえの
ない人材を守りながら事業や経営をどのように
守っていくのかを考える重要なきっかけとなった。
組合のBCP基本計画をもとに全組合員や関連団
体にも普及を図り、業界全体のBCP普及につなげ
ていきたい。」と語ってくれた。
　BCP策定に関するご質問・ご相談は、中央会連
携組織課まで。

●山梨県地質調査事業協同組合

　山梨県地質調査事業協同組合（萩原利男理事
長　組合員6社）では、社員の作業現場での労災事
故防止のための講習会を3回シリーズで開催した。
　地質調査業界では、地盤調査のために山間地の
急斜面に踏み入らなければならない現場も多いこと
に加え、奥地の現場で事故が起こった場合に迅速
な救急搬送ができないことも考えられる。また、厚生

労働省の平
成28年1月
の労働安全
衛生規則の
改正により、
足場等のな
い2メートル
以上の高さ
がある現場

での墜落・滑落事故防止のために、ロープを使った
高所作業での安全帯や墜落防止器具の使用と安
全教育の実施が義務づけられた。
　そこで組合では、地質調査の現場における高所
作業の安全確保のために、建設業労働災害防止
協会山梨県支部の協力を得て、7月6日「斜面作業
の安全」、8月30日「ロープによる高所作業」、9月
20日「足場の組み立て作業」の3回にわたって座学
と実技を交えた講習会を実施、毎回20名以上の参
加があった。
　組合の教育委員会委員長の松田丞司理事は、
「組合では、県外の大手と対抗するためにこれまで
は地質調査やボーリング技術の向上に力を入れて
取り組んできたが、それに加えて、社員というかけが
えのない人材を労災事故から守るために、現場の
安全対策を強化して行く必要がある。特に地質調

査では、ボーリング調
査に先立って急峻な
斜面を踏査しなけれ
ばならないことも多
く、滑落防止のため
のロープ高所作業の
習得は業界にとって
必要不可欠な技術。
自然災害を予防しよ
うという地質調査の
現場で労災事故を起
こしては話にならな
い。また、労災事故は本人だけでなく家族や会社、さ
らには発注者まで影響をおよぼしてしまうため、労災
予防のために組合の教育研修事業を更に強化して
いきたい。」と語った。
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建災防山梨県支部の協力による講習

事業承継・事業継続アドバイザー
佐藤雅信氏

活発な懇親交流会の様子

講習会終了後も多くの質問や討議がされた

墜落防止器具を使った
斜面登攀の実技研修

ステッカーにする協会ロゴマーク


